岩国市中山間地域振興基本計画パブリックコメントに対する回答
	№
	意見内容（要約）
	回答

	１
	今回の岩国市中山間地域振興基本計画（案）に対するパブリックコメントの募集に際し、パブリックコメント制度実施要綱では「関連資料を併せて公表し、市民等の理解を促進するように努めるものとすること」とされているのに対し、説明が大変不十分です。

	「岩国市パブリックコメント（市民提言）制度実施要綱」に基づく岩国市中山間地域振興基本計画（案）の意見の募集に関し、専門用語等についての説明が不十分でありました。

用語解説を作成するとともに、「岩国市中山間地域振興施策条例」等の参考資料を本計画に掲載いたします。



	２
	本計画は、生活交通の項を除くと中山間地域総体という捉え方で記述されていますが、これで各地域の具体的課題や問題に対応した施策が展開できるのでしょうか。既に、県が中山間地域づくりビジョンを示していることから、市は、地域別に具体の基本計画を作るべきではないでしょうか。

	　本計画は、岩国市の中山間地域全体の方向性を示すものです。地域別の課題や問題に対応した施策につきましては、重要度、緊急度、事業効果等を勘案し、「岩国市総合計画」に基づき毎年度策定している「まちづくり実施計画」に反映したいと考えております。



	３
	「第１章　策定の趣旨」ですが、その中の項目は、「１　計画策定の背景」「２　計画の位置付け」「３　計画の期間」「４　岩国市の中山間地域」で、「趣旨」を記述している項はありません。
「１　計画策定の背景」を「１　計画策定の背景と趣旨」に修正された方がいいと考えます。

	　ご指摘のとおり、「１　計画策定の背景」を「１　計画策定の背景と趣旨」に修正いたします。

	№
	意見内容（要約）
	回答

	４
	本市の中山間地域の実情は、非常に厳しいものがあると思われます。急激な人口減少、少子化と若者の地域離れに伴う教育施設の統廃合、集落ごとにあった店舗の廃業に伴う買い物の不便さなど、中山間地域の崩壊は秒読みの状況にあると思われます。

　特に産業の再興、創造、育成、また、子育て世代が恒久的に定住できる環境の整備は急務であります。

　この計画が机上の空論に終わらないよう、官民あげての実りある実施となることを切に望みます。


	中山間地域の現状は、ご指摘のとおり大変厳しい状況であることは、市といたしましても十分に認識をいたしております。これは、本市だけではなく全国的に深刻な問題となっております。

　高齢化や慢性的な担い手不足、農林水産物の価格低下等の複数の要因に起因し、中山間地域は、危機的状況にあると感じております。

　そういった状況を打開するため、今回策定いたします「岩国市中山間地域振興基本計画」に基づき、「安心・安全に暮らし続けられる中山間地域の実現」を目指します。


	５
	　自然、文化、歴史、産業など地域の魅力を活かした地域教育の推進、世代間を越えた交流による人間形成の場としての中山間地域での教育の推進を図ることが必要ではないでしょうか。
	中山間地域は豊かな自然に恵まれているだけでなく、歴史や伝統文化、農林水産業など教育資源の宝庫です。また、そこに暮らしておられる地域の方々が、地域学習における「師」であり、貴重な人材です。
現在、整備しつつありますコミュニティスクールを中核に、学校・保護者・地域が一体となった取組を進めてまいります。

そのような場で、子供に関わる課題の解決や地域に貢献できる教育活動などを考えることを通して、地域の素材を活かした交流を積極的に推進しながら、子供に豊かな心と生き抜く力を身に付けさせてまいりたいと考えております。
  

	６
	Ｐ７．「多様な地域資源」について、過去活用していた物の復活も考えていただけないでしょうか。


	ご指摘の過去に活用していた物についても地域資源として活用できるものであれば活用してまいりたいと考えています。


	№
	意見内容（要約）
	回答

	７
	Ｐ21．「空き家情報登録」について、家・土地等が不在地主の場合、地域が荒れてしまうため、市や国等が差し押さえや買取等の制度の見直しを行っていただけないでしょうか。


	本市では、「空き家情報登録制度」により、空き家を有効活用し、地域活動の活性化や地域づくりを進めています。また、本年４月１日からは、空き家の適正管理を推進することを目的として、「岩国市空き家等の適正管理に関する条例」を施行しています。

この条例により、市は、適正な管理が行われていない空き家については、調査を行って所有者を特定し、その所有者に対して、必要に応じて指導、勧告、命令などの措置を行うことができることとなりました。

このように、空き家の有効活用と適正管理を図りながら、鋭意空き家対策に取り組んでまいりたいと考えています。



	８
	　Ｐ21．「エコファーマー」「エコやまぐち」について、取得した場合のメリットを明確化してください。
	「エコファーマー」及び「エコやまぐち」については県の認定となっております。ご指摘については、県とも協議し、明確化、差別化を図る施策を模索してまいりたいと考えております。


	９
	　Ｐ21．地域事情を考慮した価格に市営住宅の家賃を見直してください。
	本市の市営住宅には、公営住宅、改良住宅、特定公共賃貸住宅、若者定住対策住宅、単独定住住宅の５種類の市営住宅があり、このうち本郷町、錦町、美川町及び美和町の公営住宅の家賃については、平成27年度分から地域事情を考慮し、所得要件を緩和した家賃となります。その他の市営住宅につきましても、今後見直しの際には、地域事情も考慮した家賃の設定に努めてまいります。



	№
	意見内容（要約）
	回答

	10
	Ｐ23．「農林水産業の振興」について、　

・地場産の物を扱う店の明確化又は新規設置

・管内の販売時や取り扱う際の他産地との物との差別化

・市場、スーパー等販売店との連携

・生産から販売までの一貫した体制作りを検討してください。


	地場産物の取扱店舗や直営販売所についてのご指摘の内容は十分に理解しておりますが、対象が一般企業の場合が多く、対応が難しい状況です。県・農協や一般小売業者と連携し、地場産物の市産市消に努めてまいりたいと考えております。



	11
	　Ｐ27．新たに設置した「中山間地域政策室」は、関係課と連携をとれるよう体制の見直しを図ってください。
	「中山間地域政策室」は事務局として、関係課と連携しながら、本計画に基づく施策の着実な推進に努めるとともに、中山間地域の役割や重要性について市民の理解を深めてまいります。




